
東京都東村山福祉園 

Ⅰ 入所児の状況 

令和３年３月３１日現在の利用者は、５歳から１９歳までの６２人（男４４人、

女１８人、一時保護委託３人を除く。）、平均年齢１３．７歳である。 

障害程度別では、愛の手帳１度が３人、２度が５９人、身体障害者手帳所持者が

１２人となっている。 

また、強度行動障害判定の結果は、強度行動障害とされる１０点以上が２１人

（３４％）となっている。 

Ⅱ 事業展開の総括 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大に対応して、感染防止対策の徹底と

事業計画の修正を図りながら、施設機能を最大限発揮できるよう事業運営を行った。 

暫定定員を７２人（８人増）とし、新ユニットを開設して全８ユニットでの運営

を開始した。ユニット再編成に当たっては、入所児童が安心して生活できる環境を

提供していけるよう、児童の年齢、性別、障害特性等に配慮した編成を行った。 

児童の新規入所について継続的に受入れを行い、東村山福祉園が担っている公的

役割を踏まえて、東京都全域を対象に施設の支援を必要としている重度・最重度の

知的障害児を積極的に受け入れた。 

高等部三年生１２人の卒業後の生活の場への移行に向けて、園全体で協力しなが

ら移行支援の取組を着実に進めた。ご家族、児童相談所、区市町村、学校等と連携

を取りながら、ご本人が望まれる生活の場を選定し、児童施設から障害者サービス

に確実につなげていくよう取り組んだ。 

地域で生活している重度最重度の知的障害がある児童及び成人への支援として、

短期入所事業を継続的に実施するとともに、これまで培ってきた専門性を活かして、

日中一時支援事業、相談支援事業を実施した。また、本設建物での運営を見据えて、

放課後等デイサービス事業の開始に向けた検討を行った。 

Ⅲ 事業実績 

１ 質の⾼いサービスの徹底と⼀⼈ひとりに寄り添った⽀援 

（１）専門的な支援の充実【目標Ⅱアクション②】

ア 重度・最重度の知的障害のある児童で、更に強度の行動障害、被虐待、医

療的ケアを要する等の他施設では受入れが困難な児童の、施設入所や短期入

所、東京都からの一時保護委託を確実に受け入れた。 

短期入所事業は、新型コロナウイルス感染症の蔓延により、緊急事態宣言

が発出された期間に、可能な方には利用の自粛をお願いするなどの利用調整
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を行ったが、年間を通じて受入れを継続した。利用申し込みの多い状況は従

前と変わらず、年間の利用目標を達成することができた。 

緊急一時保護事業では、児童相談所からの依頼に積極的に応じ、年間利用

延べ人数７４３人の利用実績があり、公的役割を果たした。 

イ 強度の行動障害やてんかん発作があるなど、精神科を中心とした医療的ケ

アを要する児童の支援については、福祉職と健康推進科に在籍している医師、

看護師が連携を取り協働して生活づくりに取り組んだ。 

ウ  心理職が中心となって、全ての入所児童に強度行動障害の判定を行い、さ

らに、児童発達支援管理責任者を中心に判定結果を踏まえて、行動障害の軽

減に向けた入所支援計画を作成し、確実に効果を上げる支援を提供した。 

エ 強度行動障害と判定された児童には、福祉職と専門職（医師・看護師・心

理職等）が連携し、園で策定した「強度行動障害対応指針」に基づく専門的

で統一した支援を行い、強度行動障害の軽減に取り組んだ。 

オ 入所児童の栄養ケアの充実を図るため、全ての入所児童に栄養ケア・マネ

ジメントを実施するとともに、東京都食品衛生自主管理認証施設として、安

全な食事を提供した。 

カ 食べる機能を伸ばし、安全で楽しい食事を提供していくため、形態食や食

事支援に関する検討を行うなど、食事に関する重点的な取組を行った。 

＊ 心理職員による利用者へのケア 

項 目 計 画 実 績 

個別面接 

延３２４人 

（全６０人中４４人、 

７３．３％） 

延３２７人 

（全６５人中４３人、 

６６．２％） 

（２）生活環境・日中活動の充実

   ア ユニット増設に伴う再編成については、児童の年齢、性別、障害特性など

を考慮してユニット編成調整を行った。 

イ 仮設建物では、全室個室を用意している。児童一人ひとりの年齢や発達段

階及び個別ニーズに即して環境づくりを進め、一人ひとりが個室環境を活用

して安心して落ち着いた生活を送り、健やかに成長できるよう療育に取り組

んだ。 

ウ 新型コロナウイルスの感染拡大により、バスハイク・宿泊旅行・オータム

フェスティバル・地域活動などの計画を中止せざるを得なかった。代替とし

ての園内イベントを企画・実施し、コロナ禍においても児童の豊かな生活づ

くりに取り組んだ。（わくわくフェスティバル、ウインターフェスティバル、

キッチンカー大会） 

また、ユニットごとに趣向を凝らしたユニット行事を実施した。 
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エ 未就学児・短期入所・一時保護で平日の日中を園で過ごしている児童に対

して、午前中に園内外で行う活動プログラム（のびのびタイム）を用意して

活動を提供したが、新型コロナウイルス感染防止対策として、別グループ児

童との交流がないように、活動時間を前半後半に分け実施した。また、定期

的に一日を通しての外出を計画していたが、外出制限等の状況から実施する

ことができなかった。 

オ 長期入所児童を対象に、児童の志向や生活課題に応じた日中プログラムを

提供するよう努めた 

（３）地域生活移行・障害者サービス移行への取組強化【目標Ⅰアクション④】

ア １８歳で円滑に障害者サービスに移行できるよう高等部一年生は、家族と

移行コーディネーターが面談を行い移行先について意向を確認した。高等部

二年生は、関係者会議を開催して本人及び家族の意向を共有するとともに、

次年度高等部三年時の進め方について確認するとともに役割分担を行った。 

イ 高等部三年生は、具体的な移行先の選定に向けて家族や児童相談所・援護

機関・学校などと連携を図り取り組んだ。その結果、三年生１２人と措置延

長１人計１３人の内、2 人は入所支援施設、９人はグループホームへの移行

が確定した。さらに令和元年度に１８歳で障害者サービスへの移行ができず、

短期入所利用で残った過年齢児２人についても、移行困難ケースとして、高

等部卒業後短期入所の継続利用に切り替えて移行支援を継続した。１人は、

重度訪問介護サービスを活用したグループホームへ移行、１人は重度訪問介

護サービスを利用して一人暮らしを開始した。 

ウ 家庭生活再開を希望する１人について、地域生活開始に向けた課題解決を

支援計画に反映させて進め次年度早期の移行に繋げた。 

エ 家庭生活再開を希望する１人について、児童相談所や援護機関・学校を招

集し関係者会議を開催し、課題共有及び解決に取り組んだ。 

オ グループホームや施設の空き情報を収集して家族へ情報提供を行った。グ

ループホーム見学会は新型コロナウイルスの感染拡大防止のため実施出来な

かったが、個別に見学していただき家族の理解促進に努めた。 

＊ 地域生活移行実績 

計 画 実 績 

地域生活移行者数 2 人 ４人 

   実績４人に加え、過年齢児２人の計６人の地域移行の実績を挙げた。 
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＊ 地域や他施設への移行に向けた取組 

計 画 実 績 

グループホーム見学 ６回 9 回 

障害者支援施設見学 ６回 2 回 

（４）家族支援への取組強化

被虐待が背景にある入所児童に対しては、入所主訴の解決が図れるよう、

ユニット職員と専門職（医師、看護師、心理職）が連携して入所支援計画に

基づく支援に取り組んだ。また、入所主訴の背景にある保護者の課題解決に

向けた支援を児童相談所や子供家庭支援センターと協力して継続的に実施し

た。 

２ サービス内容の検証・改善 

（１）福祉サービス第三者評価の活用【目標Ⅰアクション②】

区分 令 和 元 年 度 の 指 摘 事 項 

共通 

ア 中堅職員の割合が少ない状況等に鑑み、利用者支援に必要な

人材構成を目指して整備を促進されたい。 

イ 利用者のプライバシー保護や声かけ方法について、各職員が

行動レベルで理解できるよう、具体的な対策を講じられたい。 

入所 

ウ 移行支援を効果的にすすめるために、退所支援を担う人材の

育成や支援システムの構築等、現在の体制の強化に向けた取り

組みが期待される。 

短期 

エ 子どもへの支援状況と生活の様子を詳しく伝えるため、申し

送り内容の統一や記録の工夫等、伝達情報の充実に向けた取り

組みに期待したい。 

令和元年度の指摘を受け、令和２年度は以下の取組を行った。 

ア 新任職員の育成にはオンライン等も活用し年間予定のとおり研修を実施し

た。また、研修委員会で新たに新任職員業務チェックリストを作成し育成に

活用した。中堅職員育成においては、サブユニットリーダーが経営会議やユ

ニット長会議等へ参加し園運営に関わる機会を作った。外部研修については、

強度行動障害研修を４人が受講した、またペアレントトレーニング研修へ４

人参加し専門性の向上を図った。 

イ ９月に「プライバシー保護強化月間」を設けて、プライバシー確保につい

て取り組んだ。朝の朝礼での唱和、各ユニットへの用紙の掲示を実施し、特

に小学校高学年以上の利用者の支援について、プライバシーの確保の面から

人権の尊重に留意していくように職員間で周知徹底した。 
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１２月に意見交換会を実施し、７月、９月の取組を振り返り、ユニット毎の

課題を整理し、今後の取り組みを明確にした。 

ウ 毎月経営会議において移行対象者である高等部三年生について、移行に向

けた進捗状況を報告して園全体での共有に取り組んだ。高等部一年時には、

家族と移行担当者による面談の実施。二年時には、家族、児童相談所、援護

機関、学校、園で集まり関係者会議を開催して具体的な進め方について共有

する場とする。三年時には、具体的な移行先への申込みや体験などを行い高

等部三年間の進め方について園で共通認識を持って進めていけるよう改善し

た。高校生が生活しているユニットを中心に、個別の進め方について、移行

担当者とユニット職員で役割分担を行い進めた。 

エ 短期入所利用時の個別支援計画について、ＡＤＬ面での必須記載項目と、

具体的な利用状況欄を分けて記載する様式に変更し、１０月利用児童分から

使用した。このことにより、利用児童の入所中の様子について、一定レベル

で統一した記載ができるようになり、退所時に保護者に対し、利用中の様子

等を過不足なく、分かりやすく伝えることができるようになった。 

（２）苦情解決制度の充実【目標Ⅰアクション②】

苦情等に対しては、苦情解決委員会の設置、「声の箱」の設置、「園長への

手紙」の実施など、多様な受付窓口を設置し、本人や家族等が苦情や要望を申

し立てやすい環境を作って対応した。 

第三者委員による苦情相談会については、感染症防止対策のため実施を見送

った。 

苦情や要望があった場合は、園長まで必ず報告が行く仕組みとし、解決状況

は、交流スペースで誰でも見られるようにした。 

第三者委員（人数・属性等） 計画回数 実施回数 

２人（民間法人理事、地域の福祉関係者） ４回 ０回 

（３）利用者満足度調査【目標Ⅰアクション②】

保護者を対象に、「入所支援計画」をテーマとして利用者満足度調査を実施

した。回収率は４１．６％であった。令和元年度より、回収率が向上した。 

実施内容（テーマ） 実施時期 

入所支援計画について １１月２８日～１２月１４日 

 ３ セーフティネットとしての役割の強化 

（１）特別な支援が必要な利用者の受入れ【目標Ⅱアクション②】
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都内唯一の重度・最重度知的障害児施設として、他の施設では対応が難しい、

被虐待、強度の行動障害、医療的ケアの必要な重度・最重度知的障害児を積極

的に受け入れた。また、児童相談所からの一時保護委託は公的な役割を踏まえ

確実に受け入れた。 

  ＜参 考 令和３年３月１日現在＞ 

医療的ケアを必要とする利用児童の割合  ６．５％（６２人中 ４人） 

強度行動障害のある利用児童の割合 ３３．９％（６２人中２１人） 

（２）専門的な支援技術等の普及啓発【目標Ⅱアクション④】

保育士・社会福祉士養成学校等の実習生を積極的に受け入れ、６７人が実習

を行った。その他、特別支援学校教員に対する研修など、事業の普及啓発に取

り組んだ。 

事 項 延計画人数 延実績人数 

保育士等実習生の受入れ ６６０人 ８１１人 

社会福祉士養成校の受入れ   ２０人 ６５人 

教員・児童相談所職員等の研修受入れ １０人 １７人 

施設見学の受入れ １０人 ４人 

 ４ ⼈材の確保・育成の充実強化 

（１）質の高い人材確保に向けた取組の実施【目標Ⅱアクション④】

    事業団が実施する人材確保の取組に職員を積極的に参加させるとともに、施

設見学を実施し、職員採用につなげた。また、実習経験者等への働きかけを強

化し、質の高い人材の早期確保を図った。

（２）ＯＪＴ推進体制の強化【目標Ⅱアクション④】

若い事業団職員が増える中で、質の高いサービスを安定的に提供するため、

新任職員育成担当者（チューター）を配置し若手職員の育成を進めた。

   また、強度行動障害のエキスパートや豊富な経験を有する都派遣職員による

支援技術の継承などＯＪＴによる人材育成の取組を重点的に進めるとともに、

児童発達支援管理責任者などの事業運営に必要な資格については計画的に取

得させるよう支援した。 

   運営の中核となるマネージャーやサブマネージャー、中堅職員には多様な経験

を踏ませ、ＯＪＴによる人材育成の強化を図った。 

令和２年度からユニットリーダーに加えて、その補佐を担うサブユニットリ

ーダーを新たに指名し、職員の育成と支援体制の強化を図った。 

- 143 -



（３）計画的・効果的な研修の実施【目標Ⅱアクション①④】

人材育成等の共通する内容は、隣接している「希望の郷 東村山」と共同で

開催し、児童の療育に関わる研修や、家族支援などの対人援助に関わる研修な

どは、研修に必要な日程を確保し、計画的かつ効果的に研修を実施した。 

事業団本部の人材育成方針及び研修計画に基づき、高い支援力を備えた職員

の育成を図った。

当園の児童の有する課題に的確に対応するため、被虐待の障害児、強度行動

障害、重度の自閉症、てんかんなどについての知識・技能を高めることを目的

に、中核職員やエキスパート職員については指名制による外部研修への参加を

積極的に行うとともに、体系的な研修計画に基づき必要な研修が確実に受けら

れるよう受講をすすめ、効果的かつ効率的に職員全体の能力の向上を図った。

また、各ユニットで取り組んできた事例研究においては抄録を作成し、園内事

例研究で得たノウハウを全園で共有を図るとともに、全国社会福祉事業団職員

の実践報告などへの参加を促進した。 

外部研修の参加についてはオンライン開催の研修に参加した。研修報告会に

ついては、新型コロナウイルスの影響により実施を見送った。 

研修内容（テーマ） 参加人数 実施時期 

新任・転入職員研修   延３９人 ４・5・ 

１１・３月 

強度行動障害支援者養成研修  延１９人 ８・１１・２月 

虐待防止研修（悉皆） 全職員対象 ６月 

行動障害研修 ８人 １１月 

園内事例研究発表会(書面開催) 全職員対象 １２月 

講師依頼研修 延１０９人 ９月～２月 

地域公開講座「アンガーマネジメント」 １５人 2 月 

スーパーバイザー研修 延３６人 
５月 

９月～１２月 

業務研修（感染症・救命） 延３９人 ５・８・９月 

（４）高い専門性を発揮できる職員の育成【目標Ⅱアクション①】

事 項 計画 実績 

強度行動障害の基礎・実践研修の受講者 ８人 ４人 

５ 運営体制の強化 

（１）権利擁護（虐待防止）の取組強化【目標Ⅰアクション①】
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虐待等不適切支援の防止に向けて、令和元年度事業団本部においてとりまと

めた「重大事故の防止に向けた新たな取組」を実施した。 

毎月開催する虐待防止委員会で虐待防止策等を検討するとともに、職員倫理

綱領の徹底、悉皆での虐待防止研修や専門研修の実施、自己点検・相互点検の

実施、意見交換会の実施など多様な方法で職員の意識改革を行い、虐待防止に

取り組んだ。 

また、身体拘束を必要とする案件については虐待防止委員会で取り上げ、身

体拘束を必要とする利用者情報の共有や、改善計画の進行管理を行った。 

加えて、同性介護の確保や強度行動障害等に対する専門的な支援力を高め、

サービス提供面からも児童の権利擁護（虐待防止）意識の向上の観点から「呼

称～さん付」「プライバシー保護」の強化月間を設け意識向上に努めた。 

事 項 実施回数等 内容等 

権利擁護・虐待防止

に関する研修受講率 

１００％ 

（全職員実施） 

園で実施する権利擁護や虐待防止に関

する研修、事業団共通の虐待防止研修

（総論）（ｅ－ラーニング型）の実施 

（２）外部専門家・外部医師等との連携

新任職員育成担当者（チューター）の育成や困難事例の対応について、高い

専門性とスキルを備えた外部専門家によるスーパーバイズを実施することによ

り、職員の新任職員育成能力や支援技術の向上を図った。 

（３）個人情報保護、情報セキュリティ対策等コンプライアンスの推進

【目標Ⅳアクション⑤】

「個人情報保護規程」及び「情報セキュリティ対策基準」に基づき、個人情

報や情報セキュリティ対策に取り組んだ。また、個人情報は施錠できる場所で

の管理を徹底するとともに、電子データによる個人情報はＩＤ及びパスワード

による管理の徹底を図った。 

施設全体のガバナンス強化のために、研修を通じて職員にコンプライアンス

意識の浸透を図った。 

コンプライアンス研修受講率 １００％ 

（４）リスクマネジメントの徹底【目標Ⅰアクション③】

リスクマネジメントに係る委員会を設け、ヒヤリ・ハット事例の分析に基づ

く事故防止策を実施した。また、緊急時に迅速かつ的確な対応ができるよう、

緊急時想定訓練を定期的に実施した。利用者の安全確保等を目的として、全ユ

ニットの共有部分に見守りカメラの設置を行った。事故発生時には緊急時対応
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マニュアルに基づき適切に対応するとともに、重大事故発生時には速やかに現

場検証を実施するなど組織全体で危機管理体制の整備を図った。 

また、感染症発症時には危機管理員会を迅速に開催し、感染防止対策の検討

を行うとともに、健康推進科職員が中心となって、ユニット内の環境整備（手

指消毒剤環境）やガウンテクニックの研修、嘔吐の対応等の職員への実践的な

講習を行った。特に新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、園内での発生時の

対応の検討や、感染症対策の徹底を図った。 

事 項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

緊急対応想定訓練 ２１回 ２１回 

所在不明・アナフィラ

キシーショック症状発

生・心肺蘇生（入浴・

食事） 

危機管理委員会 不定期 
３６回 

（不定期） 

職員サルモネラ感染・

インフルエンザ・新型

コロナウイルス 

虐待防止研修 ２回 ２回 

新入職員転入職員向け

研修を４月に実施職員

悉皆研修として５月に

実施 

（５）災害・防犯対策の取組強化【目標Ⅲアクション③】

震災対応の事業継続計画（ＢＣＰ）や消防計画に基づき、夜間を想定した避

難訓練を含む消防訓練を毎月実施した。新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため、希望の郷東村山と合同での総合防災訓練は中止とし、職員のみで防災用

品の確認や炊出し訓練等を実施した。また、事業団全体の合同訓練への参加、

災害時の食料等の備蓄を確実に行った。 

事 項 計 画 実施回数等 内容・協力機関等 

消防訓練 １１回 １２回 夜間想定避難訓練等 

総合防災訓練 １回 ０回 
新型コロナウイルス感染

症拡大防止のため中止 

不審者対応訓練 １回 ０回 

  

（６）魅力とやりがいにあふれる、働きやすい職場環境の整備

【目標Ⅳアクション③④】

毎朝実施するミーティングにおいて、理念の唱和や各ユニットの状況報告な

どを行い、情報の共有化やユニット間を超えて協力関係を築くことにより、職
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員がいきいきと働く職場づくりに取り組んだ。また、毎月開催する経営会議や

ユニット長会議に加え、各種委員会・部会において職員間でのコミュニケーシ

ョンの活性化を図り、風通しの良い職場づくりを推進するとともに、安全衛生

委員会における取組を進め、心身ともに健康に働ける充実した職場環境の整備

に努めた。 

ＩＣＴ機器の導入を検討し、リフト付きシャワーキャリーや、見守り支援シ

ステムの導入など、ＩＣＴを活用した業務の改善や働きやすい職場環境の整備

を進めた。 

   

（７）効率的な施設経営の実施等【目標Ⅳアクション②】

施設のマネジメント機能を強化するため、園内の経営会議で活発な議論を行

い、効果的かつ効率的な施設経営を行う経営体制の強化に努めた。一方、各種

の委員会や部会については必要な見直しを行い、効率的な業務運営ができる体

制に改善を図った。 

加えて、仮設建物での生活について、引き続きユニットによる支援体制を確

立し、ユニットリーダーを中心としたユニット運営の実施、効率的でわかりや

すい業務記録等への統一など、小規模ユニットでの効率的な施設運営に取り組

んだ。さらに、生活棟各フロア内、１階フロア２階フロア間での連携や、健康

推進科看護師等も含めた連携協力など、園全体で協力する体制強化に取り組ん

だ。 

 ６ 地域ニーズへの対応 

（１）地域における公益的な取組【目標Ⅲアクション①③】

    障害特有の悩みに対して、相談先が見つからない方のための障害児・者対象

の無料よろず相談を実施した。市の広報誌や園ホームページにお知らせを掲載

し、電話・対面（予約制）での相談に対応した。 

事 項 対象者・実施回数・参加者数等 

障害特有の悩みに対する無料よろず相談 東村山市民・１件 

（２）地域生活を支えるサービスの充実【目標Ⅲアクション①③】

特定相談支援事業と障害児相談支援事業を提供する「相談支援事業所 ふわ

り」では、児童及び知的障害者を中心に、地域生活を安心して送れるようこれ

まで培ってきた専門性を活かして相談に対応し、地域の社会資源としての役割

を担ってきた。 

短期入所事業では、空床を活用して地域で生活する児童及び家族がこれまで

以上に利用しやすくなるよう取り組んだ。 
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 日中一時支援事業については、近隣３市と連携を図りながら、学校の長期休

暇期間に児童の受入れを行い、児童や家族のニーズに基づいた活動を実施した。

さらに、これまで実施しているサービスについても内容の改善を行うなど、地

域で生活する障害児を支えるサービスを充実するよう努めた。 

サービス内容 対象地域 計 画 実 績 

短期入所事業 都内全域 延２，３３６人 延２，７０４人 

日中一時支援事業 
東村山市・東大

和市・小平市 
延１３４人 延７６人 

特定相談支援事業 都内全域 延３５人 延６０人 

障害児相談支援事業 都内全域 延３５人 延４１人 

（３）多様な主体との連携

ア 地域住民との連携 

震災などの非常時に備えて、自治会や福祉協力員などの地域住民も参加す

る震災想定の総合防災訓練については、新型コロナウイルス感染症予防の観

点から実施を見送り、職員のみで防災用品の確認や炊出し訓練等を実施した。 

イ 家族会との連携 

年３回の家族連絡会については、新型コロナ感染症感染拡大予防を目的に

書面での開催を行った。 

ウ 学校との連携 

特別支援学校教員との相互交流や個別面談、学校との連絡会などを通じて、

連携の強化を図った。 

エ ボランティアの受入れ 

利用者支援を一層豊かなものとしていくため、ボランティアの受入れを行

った。新型コロナウイルスによる感染予防対策として、間接的な利用者支援

のボランティア活動に絞り、継続的に受入れを行ってきた。 

ボランティア 
領域 ３領域 

内容 
日中生活支援、行事支援、

環境美化 延人員 ２２４人 

（４）地域との連携・協力関係の強化

ア 加入している自治会会議等にオンラインで参加し、連携促進を図った。 

イ 東村山市との防災協定による福祉避難所への要援護者の受入れや清瀬特別

支援学校との緊急連絡体制の確保など、防災に係る関係機関との連携を進め

た。 

ウ 東村山市ボランティアまつりに参加予定であったが、新型コロナ感染症の

影響で祭りが中止となってしまった。 
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エ  地域住民に対し、会議室の施設開放を実施予定であったが、今年度は感染

防止の観点から施設開放を見合わせた。 

内 容 対象者・実施回数・参加者数等 

自治会行事への積極的参加 自治会活動の中止により参加無し 

災害時緊急連絡体制の連

携・強化 
総合防災訓練の中止により参加無し 

地域行事への参加 市内社会福祉法人パネル展示への参加 

施設開放 中止 
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